
実務家教員の登用促進について

(1) 「実務家教員」「みなし専任教員」とは

○実務家教員
専攻分野における実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者

（専門職大学院設置基準（平成15年文部科学省令第16号）第５条第３項ほか）

※現行の要件は「専攻分野における概ね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者」
（専門職大学院に関し必要な事項について定める件（平成 15 年３月 31 日 文部科学省告示第 53号）ほか）

○（実務家教員のうち）みなし専任教員
専任教員以外の者であっても、一年につき６単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成
その他の学部の運営について責任を担う者で足りるものとする。

（専門職大学設置基準（平成29年文部科学省令第33号）第36条第３項ほか）
※専門職大学院設置基準においては「４単位以上」

(2)現状

○ 大学においては、企業等から毎年 1,500 人～2,000 人（毎年の採用教員数の２～３割）が
本務教員として採用されており、専門職大学院（法科・教職を除く。）においては、約５割
（平成 28 年度：666 人／1,316 人）が実務家教員となっている。

○ さらに、今般制度化された専門職大学・専門職短期大学においては、必要専任教員の概ね
４割以上は実務家教員とすることとされている。

１．これまでの検討状況 ※(2)以降は第７回ＷＧ資料１及びＷＧ「論点整理」をもとに作成
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※

資料３



(3) 背景と課題

○ 大学等において、学生の社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う機会を確保
するという観点や、ＡＩ・ＩＴ等の新たな社会的ニーズが生まれている分野における高度
専門人材の育成の在り方を革新する観点等からも、学部段階から、企業等と有機的に連携
した実践的な教育の更なる展開が期待。

○ その実現のため、どのような役割を担う大学等であれ共通して求められるのは、学問追
求の観点とともに、様々な実務の観点を踏まえながら、学生の社会的・職業的自立等のた
めに最適な教育課程と授業は何かについて開かれた形で検討を加え、改善していくこと。

○ 実務の観点を踏まえた教育課程・授業の改善を促すには、これらのプロセスに、実務家
などの学外の人的資源を参画させることが必要。

○ 一方で、教授能力や知見を有する実務家は、人数が十分ではなく、企業等での勤務との
兼ね合いから時間的な制約もあり、各大学が必要な実務家の参画を得られるかが課題。

(4)論点と検討の方向性

○ 大学学部段階においても、必要な実務家を確保するための方策を検討。その際、安易な
利用を防ぐ観点から、その要件等についても検討が必要ではないか。

○ また、大学等における教育課程の改善のプロセスに、実務家等の学外の人的資源を参画
させることとし、様々な実務の観点を踏まえた教育改革が行われることを促してはどうか。
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（総論）
○ 実践的な教育課程への改善は、実務家教員を導入すれば足るわけではなく、教員全体

のＦＤを充実させていくことなど、本質的な大学教育改革が必要。
○ 学位を持つ者の社会での活用や評価向上のための施策をセットで議論すべき。

（実務家教員を置く意義・想定される人材像）
○ 実務家教員について定義を明確化すべき。
○ 実務家教員として具体的にどのような人材を想定しているのか。実務家教員が現場の

知識を持っていることとそれをメタ化して学生を教育できることは別次元。また、本当
に最先端で活躍している人材は大学に来ないのではないか。

○ 実務家教員については、既存の大学の教育内容の改善、教員の交流や活性化という観
点でも、今後期待される役割は大きい。

○ 大学において実務家教員を重用するような議論が、「早く実業界に出るべき」という
圧力となり、学生の学位取得の意欲を削ぐことにならないかと懸念。

○ 今は最先端の科学技術でも５年後には陳腐化している可能性があり、その時に更に新
しいことを学び直せるような基礎体力を養うのが大学の意義ではないか。

○ 実務家教員を置くかどうかは、大学・学部の特性等に応じて判断されるものであり、
一律に努力義務を課すべきではない。

（実務家教員による教育研究活動の質の担保）
○ 実務家教員の教育の質保証のため、実務家教員のＦＤが必要。実務をされていた間に、

大学教育あるいは学生の現状がどれだけ変わったかを知っていただくことは非常に重要。
○ 教員評価の実質化が必要ではないか。

２．本ＷＧでの主な御意見
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※第７回ＷＧ（平成29年11月17日）及び第12回ＷＧ（平成30年３月26日）での御意見



（実務家教員の要件）
○ 「５年の経験」は実務家の条件としては果たして妥当なのか。
○ 過去に一度でも実務経験を有する者が大学教員になったら、そのままずっと実務家

と言えるのか。再評価が必要ではないか。

（実務家教員のうち、みなし専任教員の要件）
○ 一般学部で年間６単位以上という基準を設定することは、慎重に検討が必要。学部

段階では124単位中の６単位にすぎず、「教育課程の編成その他学部・学科の運営に
ついて責任を有」せないのではないか。

（その他）
○ 例えば定員割れをしている大学が設置基準上必要な専任教員数を確保するために、

専任教員ポストにみなし専任教員を充てて、人件費を浮かせるようなことが生じない
かを懸念。

○ 実務家教員をどのように大学に取り込むのか検討が必要（処遇をどうするのか、ど
の程度のエフォートを求めるのかなど）。各大学で判断すべき事項は、設置基準とい
うよりガイドラインなどで示すべきではないか。

○ みなし専任教員制度により、「特任教授」「客員教授」「招聘教授」などの職名の
乱立がさらに助長されれば、大学教授の質のばらつき・低下や国際通用性の観点から
いかがなものか。職名に何らかの例示、基準が必要ではないか。

○ 「ダブルカウント」という用語は不適切なので、「デュアルアポイントメント」等
の用語に正すべき。
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実務家教員
おおむね５年以上
＆高度の実務能力

【②専門職大学・専門職短期大学・専門職学科の場合】
（専門職大学設置基準第36条第１項～第３項、専門職短期大学設置基準第33条第１項～第３項、
改正後の大学設置基準＊第42条の６第１項～第３項、改正後の短期大学設置基準＊第35条の11第１項～第３項）

みなし専任教員 ＜内数＞
おおむね
４割以上設

置
基
準
上
の

必
要
専
任
教
員

うち½以下

うち½以上研究能力

設
置
基
準
上
の

必
要
専
任
教
員

＜上乗せ＞
上限等は規定せず

【③工学系教育改革における制度改正案】

＊「大学設置基準及び短期大学設置基準の一部を改正する省令（平成30年文部科学省令第１号）」（未施行、平成31年
４月１日施行予定）による改正後の大学設置基準及び短期大学設置基準

実務家教員
おおむね５年以上
＆高度の実務能力

【①専門職大学院の場合】
（専門職大学院設置基準第５条第３項、
専門職大学院に関し必要な事項について定める件（告示）第２条第１項・第２項）

みなし専任教員 ＜内数＞
おおむね
３割以上

設
置
基
準
上
の

必
要
専
任
教
員

うち2/3以下

法科大学院はおおむね2割以上、
教職大学院はおおむね4割以上
(告示第2条第3項・第5項)

３．これまでの「実務家教員」に関する制度の整理

一般大学より
２～３割程度
上乗せ

＜みなし専任教員の要件＞
・担当授業科目：年間６単位以上
・教育課程その他の組織の運営に

ついて責任を担う者
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＜みなし専任教員の要件＞
・担当授業科目：年間４単位以上
・教育課程その他の組織の運営に

ついて責任を担う者

今後の検討の方向性（案）

実務家教員を必要専任教員に上乗せで配置することができる旨を規定。
更にその全部又は一部について、一定以上の担当授業科目
（例：年間６単位以上）を持つ場合には、
教育課程の編成等に対して責任を負う者とするよう努めるべき
ことを規定。

※ ここでいう「実務家教員」に
ついては、雇用形態の別（常勤/
非常勤、有期/無期）や職名を問
わない。各大学においては、各
教員との労働契約の内容等を考
慮して、学校教育法上のどの職
として位置づけるかを適切に判
断することが必要。

実務家教員
みなし専任教員



(1) 想定される人材像

・各大学で想定される実務家教員の人材像は、各大学の特性等によって異なるため、一律の規定はせず、
各大学が求める実務家教員の人材像については、各大学において明確化することが望ましい。

(2) 大学の教育研究の質保証に関する事項

○ 大学や分野・専攻によって、実務家教員の必要性は様々であることから、一律にその登用を義務づ
けるものではなく、各組織の特性を踏まえ、実務家を登用したい大学が実務家を確保しやすくすると
いう前提のもと、その推進のための方策を検討することが必要。

○ 一方で、実務家教員の登用を促進するにあたっては、実務家教員の質の確保が不可欠であり、その
ための仕組みとして、たとえば以下の事項について検討が必要ではないか。（ただし、これらについ
ては、「設置基準等において一律の枠組を設けるべき事項」と「各大学が内部質保証システムのなか
で社会に対して公表すべき事項」の区分を検討すべきではないか。）

①実務家教員による教育研究活動の質の担保
・実務家教員に対するＦＤの在り方（例：実務家教員に対する体系的なＦＤを義務付けるべきか、

実務家教員向けのＦＤプログラムの開発・普及をどのように進めていくか）

・実務家教員の存在を前提とした教員評価の在り方

②実務家教員の定義
・専門職大学／専門職短期大学／専門職大学院と同様、「専攻分野における概ね５年以上の実務の

経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者」とすることで差し支えないか（特に、一律
「概ね５年以上」とすることは妥当か）

・上記の規定を踏まえた各大学における具体的な基準の在り方

４．検討すべき論点（例）
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③「教育課程の編成等に対して責任を負う」ことの在り方
・どのような形であれば、「教育課程の編成等に対して責任を負う」と言うことができるか

（例：教授会への参画、カリキュラム委員会等への参画）

④実務家教員のうち、「教育課程の編成等に対して責任を負う者」の要件
・教育課程の編成等に責任を負うために最低限求められる必要単位数（例：６単位）

（参考１）専門職大学院：４単位以上、専門職大学・専門職短期大学・専門職学科：６単位以上
（参考２）学校教員統計調査（平成28年度）によると、本務教員の週担当授業時間数は平均8.7時間＝約12単位であり、

年間約24単位。

・本務として実務に従事している者に限り認める等の具体的な取扱い基準

⑤実務家教員のうち、「教育課程の編成等に対して責任を負う者」とできる割合／条件
・割合の上限や条件等の設定は特段不要か

・その他実務家教員の確保のために有効な方策はあるか。
（例）実務家教員の教育能力育成プログラムの開発推進、実務家教員の人材共有プラットフォームの整備

(3)実務家教員の育成・確保策
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制度化にあたって留意事項として明示すべき事項は何か。たとえば以下の事項については明示すべきでは
ないか。

・実務家教員については、大学等の教育課程において職業に必要な実践的な能力を身に付けさせる機会を
確保するという観点からその活用を促すものであり、すべての大学・学部に対して一律の割合でこれら
の配置を義務付けるものではないこと。

・実践的な教育課程への改善は、実務家教員を導入すれば足るわけではなく、実務家教員に対するＦＤは
もちろんのこと教育課程の改革や教員の意識改革等による不断の教育改革が必要であること。

・上記各事項の制度化にあたっての手段 （例：設置基準の改正、ガイドラインの策定、施行通知への記載）

(4)留意事項

(5)制度改正の手段
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以降、関連する議論の検討状況
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第６回人生100年時代構想会議
（平成30年3月23日）資料８（抜粋）
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５．各種政府会議での主な議論



未来投資会議 構造改革徹底推進会合
「企業関連制度・産業構造改革・イノベーション」会合（雇用・人材）

平成30年４月４日（第５回） 資料４（抜粋）
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第３回高等教育段階における負担軽減方策に関する
専門家会議（平成30年４月11日） 資料２（抜粋）

12



13



(1) 現行規定

○大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）（抄）
（教育内容等の改善のための組織的な研修等）
第二十五条の三 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。

○大学院設置基準（昭和四十九年文部省令第二十八号）（抄）
（教育内容等の改善のための組織的な研修等）
第十四条の三 大学院は、当該大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。

(3) 論点 （ＷＧ「論点整理」より関係部分抜粋）

○ 大学教育の質保証を実現する上では、教員の質保証が欠かせない要素である。特に、実務家教員の登用のニーズが高まり、大学外部の
人材が教育に関与する機会が増加することが見込まれる中、どのように教員の質を確保するかが課題である。

６．ファカルティ・デベロップメント （ＦＤ） （実務家教員関係）

(4) 今後の主な取組

○ 産学連携によるリカレント・プログラムを実施する大学において、実務家教員の教育能力育成プログラムを開発。当該大学だけでな
く、全国で受講が可能な仕組みを整備。教員採用に当たり、当該プログラムの受講を推進。

○ 実務家教員の人材共有プラットフォーム（教育能力育成プログラムの修了者の情報（専門性・技能等）を登録する仕組み）を整備。

(2) 現状 （ＷＧ「論点整理」より関係部分抜粋）

○ 大学設置基準としてはＦＤの実施を義務付けているものの、その実施方法や内容、育成されるべき能力や知識等については具体化さ
れていない。

○ そのため、ＦＤの実施状況（略）は、（略）取組内容のばらつきが大きい。
○ 専任教員のＦＤへの参加率の現状については、全員(100％)が参加した大学が約 11％、4 分の 3 以上(75％～99％)が参加した大学が

約39％となっており、今後、実務家教員の登用などが見込まれる中、全ての教員に対して、授業の内容・方法の改善を図るための取組
を行うことが重要。

○ 各大学の実情に応じたＦＤが必要であり、ＦＤに関するセンター等の組織の設置も進んできている（約74％）が、ＦＤを担い得る人
材が質量ともに不足していること等を理由に、十分な実施体制が整っていない大学も多い。
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７．教学マネジメント指針 （実務家教員関係）
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【教学マネジメントに係る指針の策定】
○ 大学教育の質的転換を図るためには、各大学が、体系的で組織的な大学教育を、点検・評価を通じた不断の改善に

取り組みつつ実施すること（「教学マネジメント」の確立）が必要。
○ 教学マネジメントに係る指針を中央教育審議会のもとで作成し、各大学へ一括して示す必要。

【各論】
＜教育内容の改善＞
・ カリキュラムの編成の高度化（ナンバリングや履修系統図の活用、編成への外部人材の参画等）
・ アクティブラーニングやＩＣＴを活用した教育の促進

＜教育方法の改善＞
・ 柔軟な学事歴の活用
・ 主専攻・副専攻の活用
・ 履修単位の上限設定（ＣＡＰ制）の適切な運用
・ 履修指導体制の確立（学修ポートフォリオの構築、ＴＡや履修アドバイザーの活用）
・ シラバスにおいて標準的に期待される記載事項の提示
・ 成績評価基準の適切な運用（ルーブリックの活用、ＧＰＡの算出と活用方法）
・ 学生個人の学修成果の把握
・ 学修時間の確保と把握
・ 学生による授業評価

＜教職員の資質の向上＞
・ スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の高度化（カリキュラム・マネジメント等に関する教職協働等）
・ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の高度化（教員相互の授業評価、ワークショップや授業検討会、新任教員を対象とした研修会等）
・ 大学コンソーシアムや教育関係共同利用拠点の活用

＜教学ＩＲ体制の確立＞
・ ＩＲに期待される役割（学内の意思決定に資する提案、教学に係る評価に必要なデータの収集等、学生の学修成果の評価のためのデータ収集、
評価の実施・分析等）
・ 大学コンソーシアムや教育関係共同利用拠点の活用

＜情報公開＞
・ 省令で義務づけられた事項に係る解説
・ 省令では直接義務づけられていないものの、各大学が情報公開を行うことが強く期待される項目とその内容に係る解説

【総論】
＜プログラムとしての学士課程教育と三つの方針の策定（総論）＞
＜全学的な教学マネジメントの確立について（総論）＞
・ 明確な教育目標の設定とこれに基づく体系的な教育課程の構築（カリキュラムの構造化を含む）、アセスメント・ポリシー等を踏まえた内部質
保証体制や教育改善に関するＰＤＣＡサイクル

【教学マネジメント指針に盛り込むべき事項の例】 ※教育方法の改善や教職員の資質の向上については実務家教員にも留意し検討
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○大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）（抄）
（授業科目の担当）
第十条 大学は、教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）については原則として専任の教授又は准教授に、主要授業科目以外の授業科目につ
いてはなるべく専任の教授、准教授、講師又は助教（第十三条、第四十六条第一項及び第五十五条において「教授等」という。）に担当させるものとする。

２ 大学は、演習、実験、実習又は実技を伴う授業科目については、なるべく助手に補助させるものとする。
（授業を担当しない教員）
第十一条 大学には、教育研究上必要があるときは、授業を担当しない教員を置くことができる。
（専任教員）
第十二条 教員は、一の大学に限り、専任教員となるものとする。
２ 専任教員は、専ら前項の大学における教育研究に従事するものとする。
３ 前項の規定にかかわらず、大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該大学における教育研究の遂行に支障がないと認められる場合には、当該大学における
教育研究以外の業務に従事する者を、当該大学の専任教員とすることができる。

（専任教員数）
第十三条 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模に応じ定める教授等の数（共同学科を置く学部にあつては、当該学部に
おける共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる教授等の数と第四十六条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員の数を合計
した数）と別表第二により大学全体の収容定員に応じ定める教授等の数を合計した数以上とする。

○専門職大学設置基準（平成２９年文部科学省令第３３号）（抄）
（専任教員）
第三十四条 教員は、一の専門職大学に限り、専任教員となるものとする。
２ 専任教員は、専ら前項の専門職大学における教育研究に従事するものとする。
３ 前項の規定にかかわらず、専門職大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該専門職大学における教育研究の遂行に支障がないと認められる場合には、当該専
門職大学における教育研究以外の業務に従事する者を、当該専門職大学の専任教員とすることができる。

（専任教員数）
第三十五条 専門職大学における専任教員の数は、別表第一イにより当該専門職大学に置く学部の種類及び規模に応じ定める教授等の数（共同学科を置く学部にあって
は、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる教授等の数と第六十二条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員
の数を合計した数）と別表第一ロにより専門職大学全体の収容定員に応じ定める教授等の数を合計した数以上とする。

（実務の経験等を有する専任教員）
第三十六条 前条の規定による専任教員の数のおおむね四割以上は、専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者（次
項において「実務の経験等を有する専任教員」という。）とする。

２ 実務の経験等を有する専任教員のうち、前項に規定するおおむね四割の専任教員の数に二分の一を乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四
捨五入する。）以上は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 大学において教授、准教授、専任の講師又は助教の経歴（外国におけるこれらに相当する教員としての経歴を含む。）のある者
二 博士の学位、修士の学位又は学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含
む。）を有する者

三 企業等に在職し、実務に係る研究上の業績を有する者
３ 第一項に規定するおおむね四割の専任教員の数に二分の一を乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五入する。）の範囲内については、
専任教員以外の者であっても、一年につき六単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の学部の運営について責任を担う者で足りるものとする。
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○専門職大学及び専門職短期大学の制度化等に係る学校教育法の一部を改正する法律等の公布について（通知）（２９文科高第５４２号）
第三 専門職大学設置基準（平成29年文部科学省令第33号）及び専門職短期大学設置基準（平成29年文部科学省令第34号）
３ 留意事項
（10）実務の経験等を有する専任教員について
① 専門職大学等においては，理論と実務の架橋を図り，実践的な教育を行う観点から，必要専任教員数のおおむね４割以上は，「専攻分野におけるおおむ
ね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する者」（いわゆる「実務家教員」）としたこと。さらに当該必要とされる実務家専任教員
数の２分の１以上は，実務の経験等に加え，大学等での教員歴，修士以上の学位，企業等での研究上の業績のいずれかを有する者（いわゆる「研究能力を
併せ有する実務家教員」）としたこと。

② 実務家教員の「実務の能力」については，保有資格，実務の業績，実務を離れた後の年数等により，その適格を判断されるものであること。実務を離れ
た後の年数については，おおよその目安として，実務を離れてから５年から10年以内であることが望ましく，実務を離れる前の実務経験の長さも考慮され
ること。

③ 研究能力を併せ有する実務家教員のうち「企業等に在職し，実務に係る研究上の業績を有する者」については，研究業績として，著書，論文等の学術上
の業績を必ずしも求めるものではなく，実務上の実践知識を形式知化，あるいは構造化・理論化し，様々な形で発表した業績などが含まれること。

④ ①により必要とされる実務家専任教員数の２分の１の範囲内は，いわゆる「みなし専任教員」として，「１年につき６単位以上の授業科目を担当し，か
つ，教育課程の編成その他の学部／学科の運営について責任を負う者」で足りることとしたこと。ここにいう「教育課程の編成」については担当する授業
科目の教育内容，単位認定などに責任を有すること等が，「学部／学科の運営」については教授会等への出席など，組織の運営に責任をもって関与するこ
と等が，一般的に求められること。

⑤ 「みなし専任教員」については，企業等の現場で現に取り扱われている生きた知識・技能等を教授していく上で，その役割が期待されるものであり，
（８）②の専任教員（大学等以外の業務をもつ専任教員）と同様，教育研究水準の維持・確保に考慮しつつ，適切な活用を図られたいこと。（専門職大学
設置基準第36条／専門職短期大学設置基準第33条関係）

○専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１６号）（抄）
（教員組織）
第四条 専門職大学院には、研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員を置くものとする。
第五条 専門職大学院には、前条に規定する教員のうち次の各号のいずれかに該当し、かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認め
られる専任教員を、専攻ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。
一 専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者
二 専攻分野について、高度の技術・技能を有する者
三 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者

２ 前項に規定する専任教員は、教育上支障を生じない場合には、一個の専攻に限り、博士課程（前期及び後期の課程に区分する博士課程における前期の課程を
除く。）を担当する教員のうち同項の資格を有する者（大学院設置基準（昭和四十九年文部省令第二十八号）第八条第三項及び第九条第二項の規定の適用を受
けるものを除く。）がこれを兼ねることができる。

３ 第一項に規定する専任教員のうちには、文部科学大臣が別に定めるところにより、専攻分野における実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者
を含むものとする。
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○平成１５年文部科学省告示第５３号（専門職大学院に関し必要な事項について定める件）（抄）
（専攻分野における実務の経験及び高度の実務の能力を有する教員）
第二条 前条第一項の規定により専攻ごとに置くものとされる専任教員の数又は同条第二項及び第三項若しくは同条第四項の規定によりそれぞれの専門職大学
院に置く当該共同教育課程を編成する専攻に置くものとされる専任教員の数を合計した数のおおむね三割以上は、専攻分野におけるおおむね五年以上の実務
の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者とする。

２ 前項に規定するおおむね三割の専任教員の数に三分の二を乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五入する。）の範囲内につい
ては、専任教員以外の者であっても、一年につき六単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の専門職学位課程を置く組織の運営について
責任を担う者で足りるものとする。

３ 法科大学院に対する前二項の規定の適用については、これらの項中「おおむね三割」とあるのは「おおむね二割」と読み替えるものとする。
４ 法科大学院においては、第一項に規定する実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する専任教員は、法曹としての実務の経験を有する者を中心と
して構成されるものとする。

５ 教職大学院に対する第一項及び第二項の規定の適用については、これらの項中「おおむね三割」とあるのは「おおむね四割」と読み替えるものとする。
６ 教職大学院においては、第一項に規定する実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する専任教員は、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高
等学校、中等教育学校、特別支援学校又は（略）幼保連携型認定こども園の教員としての実務の経験を有する者を中心として構成されるものとする。
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